
○平成22年度税制改正を行うため、政府税制調査会（25回）、同企画委員会（5回）、同租税特別措置ＰＴ（10回）、
　 同納税環境整備小委員会（9回）等への対応及び各省との協議を実施し、平成21年12月22日 平成22年度税制
　 改正大綱を閣議決定。
○平成22年度地方税法等の一部を改正する法律案を平成22年2月国会へ提出、3月24日第174回国会で成立
　 し、3月31日公布。
○都道府県税、市町村税の課税状況や徴収状況等の税制改正に向けた調査及び資料を作成。
○固定資産評価基準の作成及び改訂並びに固定資産の価格等の調査を実施。
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事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・税制改正に係る地方税法改正法案等の作成
・毎年度の税制改正等に向けて、税制調査会における審議等への対応
・地方税に関する調査、資料の作成　　　等

社会経済情勢等を踏まえ、地域主権型社会を担う地方税制度の構築を推進する。
具体的には
　・地方が自由に使える財源を拡充する観点から、国・地方間の税財源の配分のあり方を見直すこと
　・税の偏在性が少なく、税収が安定的な地方税体系の構築
　・地方税負担軽減措置等の整理
　等を目指す。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

3464

執行率 45.2% 57.9% 69.7%

事業番号 0015

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(　総務省　)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
地方税制度の整備に必要な経費
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　100万円以上の調達については、原則一般競争入札を実施している。今後も、より多くの新規参入が可能となるよう調
達事務の見直しを図るなど、必要な措置を講じていく。
　100万円未満の調達についても特に政府系公益法人が参入する場合には、事業の発注条件等が適切かどうか検証
を行なう。
　今後も引き続き、出張にはパック利用をまず検討するなど、効果的・効率的な予算執行に努める。

　執行額の主な経費は、法律案及び各種資料等の印刷製本費であり、各請負業者に対し、定期的に進捗確認を行い、
適切に検査・監督を行っている。旅費については、パックも活用し効率的な執行に努めている。
　また、金額の高い調査請負契約案件については、事業完了時に請負業者から実績報告書等を提出させ、検査・確認
を行っている。

21年度

執行額

予算額(補正後） 48

30 33

22年度 23年度要求

総事業費(執行ベース)

一般会計

担当部局庁

地方税制度整備費

関係する計
画、通知等

総務省設置法（第４条）
総務省組織令（第９条）

税制調査会の設置について（平成21年9月29日閣議決定）
税制調査会への総理諮問（平成21年10月8日）
地域主権戦略の工程表（原口プラン）

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 企画課総務室

上位政策

室長　吉武　啓次自治税務局

4151

19年度 20年度



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

総務省 自治税務局

33百万円

地方税制度の企画、立案及び税制の調査、

検討並びに各成果物の作成、配布等に要

する経費

Ａ 民間企業等（67社）

29百万円

【一般競争入札及び随意契約】

＜物品購入・印刷製本等＞

地方税法改正等に係る印刷発注

及び図書購入に要する経費

＜雑役務費・借料及び損料等＞

固定資産税の評価等に係る調査

研究請負経費

総務大臣表彰等に係る会場及び

バス雇い上げ経費

Ｂ 職員・委員（136件）

4百万円

＜旅費・その他＞

職員旅費、委員等旅費、諸謝金



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

Ａ　財団法人 日本不動産研究所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

業務経費 非木造家屋再建築費の評点基準表
の作成業務等

6

計 6 計 0

B　職員・委員

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出額上位１０

支出概要 支出額（千円）

1 財団法人　日本不動産研究所
非木造家屋再建築費評点基準表
等の改正に係る基礎資料の作成
ほか

6,479

2 朝日航洋　株式会社
木造専用住宅の固定資産評価に
係る㎡単価方式（案）作成のため
の調査研究業務の請負

4,410

3 株式会社　丸井工文社
地方税法等の一部を改正する法
律案（白表紙）ほか 4,293

4 独立行政法人　国立印刷局
地方税法等の一部を改正する法
律案 3,531

5 株式会社　三州社
平成21年度 固定資産の価格等の
概要調書（償却資産）（都道府県
別表）ほか

2,699

6 株式会社　まこと印刷
平成２０年度道府県税の課税状
況等に関する調ほか５点 913

7 東京共済会館
平成21年度地方公共団体税務職
員総務大臣表彰の開催～会場準
備の請負ほか

787

8 社団法人　日本建築学会

固定資産評価基準改正における
非木造家屋再建築費評点基準表
の合理化に関する調査研究の請
負

735

9 水戸事務用品　株式会社
平成21年度地方公共団体税務職
員総務大臣表彰に係る褒賞品 710

10 エイアンドエー　株式会社
構造等変更検査ポスター等版下
作成 693

Ａ　民間企業等

支　　出　　先
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